
1 

 

土地利用制度について 

 

１ 都市計画制度 

 ⑴ 市街化区域・市街化調整区域（都市計画法第７条） 

都市計画法は、無秩序な市街地の拡大による環境の悪化防止と計画的な公共施設整備による良好

な市街地の形成を図ることを目的に市街化区域と市街化調整区域の区分を設けている。 

  ＜市街化区域＞ 

すでに市街地を形成している区域及びおおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を

図るべき区域 

  ＜市街化調整区域＞ 

   自然環境の保全や農林水産業などの土地利用を中心とし、市街化を抑制すべき区域 

 

 ⑵ 用途地域（都市計画法第８条） 

用途地域は、住宅・店舗・工場などを適正に配置し、都市の将来のあるべき土地利用の姿を

実現するため、地域ごとに建築物の用途・容積率・建ぺい率・高さなどを規制・誘導している。 

明石市では１１種類の用途地域が定められている。 
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 市街化区域…活力ある商業地と工業地、住み良い住宅地づくりを目指した土地利用を図ります。 
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２ 都市計画マスタープラン（都市計画法第１８条の２） 

 ⑴ 都市計画マスタープラン 

   都市計画マスタープランとは、市町村が土地利用や都市施設の整備目標、生活像、産業構造、都市交通、自然的環境等に関する現況と動向を勘案した

将来ビジョンを明確にし、地区別のあるべき市街地像を示すもの。 

 

⑵ 土地利用方針 

市街化区域 活力ある商業地と工業地、住み良い住宅地づくりを目指した土地利用を図ります。 

商業・ 

業務系 

中心商業サービス地 多くの人を呼び込む拠点的な商業・サービス機能や特色ある立地を踏まえた商業・サービス機能の集積を図る。 

近隣商業サービス地 駅利用者や周辺住民に便利な商業・サービス機能や公共公益機能の集積・維持を図る。 

沿道商業サービス地 道路利用者等に利便を提供する商業・サービス機能の集積・維持を図る。 

工業系 工業地 大規模工場が立地・集積する工場地では、雇用や産業活力を維持・強化させるよう、産業機能の強化を図る。 

複合市街地 地元による周辺住環境との調和に配慮したルールづくりを支援しながら、工場の操業環境の維持・向上を図る。 

住宅系 中高層住宅地 良好な環境の中高層住宅団地等で住環境の維持を図るほか、不十分なところでは良好な住宅地づくりを図る。 

低層住宅地 良好な環境の低層住宅団地等で住環境の維持を図るほか、不十分なところでは良好な住宅地づくりを図る。 

一般住宅地 基盤整備が不十分な地区で安全な生活環境づくりを図るほか、空閑地の土地利用や既成市街地での建て替えを促進する。 

市街化調整区域 農地やため池を緑空間として保全し、集落地を自然と調和した潤いある暮らしの場として、環境保全に努める。 
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